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北海道大学 1993.3

<研究ノー卜>

オーストラリアの消費者行動と商業環境

黒田重雄

しはじめに れ，せめて老後の生活は彼の地でと考えること

オーストラリアは，南半球に位置し，日本の

20倍の国土の中に 7分の lの人口を有する国で

ある。そして一般には，コアラをはじめ数多く

の珍獣が生息し，ゴールドコースト，グレード

バリアリーフ(大珊瑚礁)といった景勝地，観

光地が広大な大陸のいたるところに存在してい

ることで有名である。これらの観光資源を目あ

てに，日本からの観光客入り込みや，企業進出

-投資が活発化している。

一方でオーストラリアは，豊富な小麦，羊毛，

乳製品などの農畜産物や潤沢な石炭，鉄鉱石，

ボーキサイトなどの鉱物資源を有している豊か

な国である。

また第2次大戦後もしばらくは 1人当たり

総圏内生産物は世界ーであったことから，オー

ストラリアは「健全な中産階級の国」と呼ばれ

る安定成長国であった。この噴の一般的な家庭

は大都会の郊外にある広い土地と緑の芝生に，

比較的安価なプール付き一戸建の住宅に住んで

いたといわれている。

ところで，聞の政策はスカンジナビア諸国と

並ぶ福祉路線をとり，その独特な社会保障制度

によって，教育，医療，失業などを手厚くサポ

ートしている。実際にも，移民でオーストラリ

アに入ってきた人々が年金をもらって悠々と外

国で暮らす姿がとりあげられたこともある。

狭い土地と建て込んだ住宅地に住む日本人が，

こうしたオーストラリアの豊かな生活にあこが

があっても不思議ではない。

日本の年金生活者を送り出そうと通産省が計

画した「シルバー・コロンビア計画」がそうで

あったし，また，これも日本の通産省が提唱し

て，日豪協力でオーストラリアの美しい自然の

中に先端技術を駆使した先端技術産業と高級余

暇施設を備えた新しいタイプの都市を建設しよ

うとした「マルチ・ファンクショナノレ・ポリス」

(多機能都市)構想、も，日本人の期待を担った

ものということができょう。

しかし，現実に外国で生活を営んでいく場合

には，さなざまな問題や障害を解決していかね

ばならない。言葉や生活様式の相違はその最た

るものであろうが，オーストラリアの場合，移

民奨励も手伝って外国からの多民族の流入によ

る人種のルツボの中での生活を覚悟する必要も

あろう。

いずれにしても，オーストラリアとその人々

の生活に，つきない関心が湧いてくる。

本稿の目的は，こうした背景にあるオースト

ラリア国民が現実にどのような日常生活を営ん

でいるのかを垣間みることである。

もとより，歴史，文化，国民性といった観点

からの検討は筆者の及ぶところではないが，家

計簿の中味からの消費の実態と人々に生活物資

を提供する機能をもっ商業状況とからさぐるこ

ととしたい。
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表 [II-l] アジア・オセアニアの経済見通し

実質GNp.GDP成長率(%) 消費者物価上昇率(%) 貿易収支(億usドル)
90 91(予) 92(予)

オーストラリア 1.0 。.0 1.5 

韓国 9.0 8.8 7.5 

台湾 5.3 6.8 7.0 

香港 2.8 4.0 6.0 

シンガポール 8.3 7.0 7.5 

マレーシア 10.0 8.3 8.0 

タイ 10.0 8.0 7.0 

フィリピン 3.1 0.5 2.5 

インドネシア 7.1 5.9 6.6 

出所:大和総研(1)

II.オース卜ラリア経済の概観

建国以来，好余曲折を経ながらも，比較的順

調に発展してきたかにみえるオーストラリアも，

最近は，経済不況にあえいでいる。

大和総研[1 ]によれば， 1990年の実質GDP

成長率は 1%に落ち， 91年の予想、では oパー
セントとなっている。

この停滞振りは，アジア，オセアニア地域の

中でもきわ立ったものである〔表II-1 J。

消費者物価上昇率も90年の7.2%とやや減少し

図[II-l] オーストラリアの賃金物価の推移

(前年同期比%)
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出所.経済企i血l庁編[2 ] 

91(予) 92(予) 90 91(予) 92(予)

2.8 3.5 。 35 25 

9.5 7.0 企 48 ... 85 ... 75 

3.8 4.0 125 115 105 

12.0 11.2 企 4 企 21 企 40

4.0 4.0 企 84 企 80 企 90

5.0 4.5 ... 14 ... 26 企 10

6.0 5.5 ... 91 企115 ...105 

17.0 10.0 企 41 40 ... 40 

7.5 7.7 38 25 5 

てきたというものの依然として高いインフレ率

に悩まされている。このため実質賃金上昇率も

マイナスである〔図II-1 J。

こうしたことから個人消費は，ほぽ横ばいだ

が，実質可処分所得の減少により家計貯蓄率は

低下傾向を示している。

一方，生産，設備投資も低迷しており，新規

設備投資計画額はこのところ数期連続して前年

比減である。しかし，最近の若干のインフレ率

の低下と公定歩合の引下げといった金融緩和も

あり 92年あたりから景気回復が見込めるという

予測もある[1]。

こうした景気動向を反映して，労働力にも悪

影響がでている。

失業率は第一次石油危機の影響を反映して，

1974年に 4パーセント水準を越えた。その後増

加の一途をたどり， 80年代初頭にはついに10%

に到達した[3 ]。その後徐々に低下していった

が90年代に入ってまた楽観を許せない状況とな

っている〔図II-2 J。
オーストラリアの失業率で特徴的なことは，

若年層の失業率が際立つて高しこれがほぽ慢

性化した現象となっていることである〔表II-

2 Jo 19歳未満の若年失業率の高さの理由とし
て，次のようなものがあげられている[3 ]。

(1) 失業保険制度が完備している。

(2) 労働組合が既就業者をかばい，新規参入

者を受け入れようとしない。
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図 [II 2] 失議長率の推移
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善後[II-2] 年令踏緩別失業家(%)

1き85 1986 1987 1き88
186 /87 /総 /89 

7虐ヨ ふ5 7.8 6.る
23.1 21.4 22.4 20.6 16.5 

7.3 6.6 7. 6.6 5.7 
7.2 7‘5 7.5 7.5 6.8 

8.5 7.9 8.3 7.8 ふ8

この点は，後援での検討材料である。

オーストラリアは， 19世紀後半あたりには，

ギリス経溶のカサに組込まれながら羊毛，

ど豊かな第I次産品

大を留ってきた。今首て?も輸出の中心は，ネ毛，

食肉，指炭，鉄鉱石などであるが，議再相手先

は大巾に変色している [3J。

1950年代までは庄倒的に支配的であった，イ

ギリスが地設を下げ， 60年1-tからは日本が第l

位を占めるようになっている〔図II-3)(表11

3) (表II-4)。

オーストラリア経済の取でも，特に2踏みの種

は，輸入の急増である。 88年の貿易叡支の赤字

滋 [II-3]オーストラリアの貿易国別依存度{事会出)

1952-53 
0/ /。

1972-73 1986-87 1962叩63

50 

40 

30 

20 

10 

出所:中野臼]

I~自立， 40億ドルと莞込まれた[7 ]。

為替相場にも変化が超き， 85年の経常収支の

とともにオーストラリア・ドル (A事〉が

しはじめ，その後低迷が緩いている[表II

-5)0 

こうなってきた背景には産業構造上第2次産

業の議体fとがあげられている。 1901年の諜邦の

成立後の1908年，鉄鱗，
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表 [II-3J

オーストラリアの主要な貿易相手国(1988/89年度)

輸出(%) 輸入(%)

日 本 27.2 アメリカ 21.5 
アメリカ 10.2 日 本 20.8 

日ランド
5.1 イギリス 7.3 
5.0 西ドイツ 6.3 
4.3 ニュージーランド 4.2 
3.6 i仁一ゴ、 湾 4.1 

出所:丹野(4 ) 

表 [II-4J 

日本の主たる商品の輸入総量に占めるオーストラリアの割合(1990)

品目 日本の自給率 年度
オーストラリアカ吟

国別順位
の輸入の割合(幼

五市 イt; 。。 1990 14.0 2 
羊 毛 0.0 /1 62.5 I 

麦 14.8 11 18.4 3 
石炭(一般炭) 25.4 11 69.5 1 
鉄鉱石 0.2 11 43.0 l 

原料炭 0.2 11 45.5 1 
塩 14.8 11 52.9 1 

アルミニュウーム鉱 0.0 11 61. 7 l 

出所:日本船主協会(6) 

表 [II-5J

為替相場(1米ドルあたり各国通貨) (暦年)

出所:矢野恒太記念会編(8) 

べく関税を導入して以来，輸入競争財産業のほ

とんどに高関税を課すなど，一貫して手厚い産

業保護政策をとってきた経緯がある[5 ]。

こうしたことから， 83年成立したホーク労働

党政府はこれまでの産業保護政策を根本から見

表 [III-1J 人口変化

年 度 1975川 1986日}

総人口 13，502 100% 15，235 

。 ~14才 3， 732 27.6% 3， 709 

15~64才 8，614 63.8 10，117 

65才以上 1，115 8.6 1，409 

出所:(l)D. F. Dixon & 1. F. Wilkinson (10) 
(2)矢野恒太記念会編(8 ) 

直すこととし，製造業の体質強化と国際競争力

をつけるため産業構造の改革に着手した[7]。

特に，日本とオーストラリアとは，貿易面を

中心として密接な経済関係になってきているが，

日本企業の投資先としても脚光をあびている。

しかし現在日本企業の進出業種は観光，不動

産，小売といった第3次産業に偏っているきら

いがある[4 J。
これに対しオーストラリア側は，資源開発，

農畜産業，製造業への投資を期待している。

一方では進出企業の見通しの甘さや現地企業

買収に伴う摩擦も報告されている[9 ]。

III.オース卜ラリアの消費者行動の特性

IIIーし人口および世帯構造の変化

一国の消費を考える土で，人口や世帯構造の

現状および変化の過程を把握しておくことは重

要である。

〔表III-1)は，主としてオーストラリア人

口統計局のものであるが，これによると，オー

ストラリアの人口は，1988年度で1，653万人であ

り2001年には，1，761万人になると推計されてい

る。

しかし，実際にはそう簡単に増加していきそう

もない。第2次世界大戦時のベビーブームが，

年間出生率のピークであったが，それが食糧と

のバランスを失する結果となり，出生率の低下

を招くこととなった。 1970年代の中半までに純

再生産率は， 1. 0以下(これは出生率が単純再生

(単位1.000人)

1988 (2) 2001 (1) 

100% 16，532 100% 17，612 100% 

24.3% 3，687 22.3% 4，071 23.1% 

66.4 11，043 66.8 11，852 67.3 

9.2 1，802 10.9 1， 689 9.6 
」 」
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図 [111ー 1]出生率の国際比率(1985年)
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図 [III-2 ]合計特殊出生率の国際比率(1985年)
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低レベルにある。こうした状況の中で，マイナ

スおよびゼロ人口成長を回避できているのは外

国からの移民の存在のよるとされている。 D.

クラーク [13Jは，移民なしには，2030年に総人

口は減少していくことになると予測している。

オーストラリアが流刑植民地として出発して

以来，一般の犯罪者，政治犯，自由移民を受け

入れつつ， 1840年までに40万人の人口があった

産以下になることを示している)

いる [11J。

こうした出生率の低下傾向は， (図III-1]に

みるごとく先進諸国に共通の現象である。また

合計特殊出生率(女子の年令別出生率の合計で

あり 1人の女子がその年次の年令別出生率で

一生の聞に生む平均子供数)の国際比較〔図凹

2 )でも，オーストラリアは他の先進諸国同様

に落ち込んで
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図 [III-3 ]移民増加の動向{鐸年の 12月31隠)
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ことが詑隷されている。しかし，広大な土地に

この軽度の人口では開発のテンポは謹々として

進まない。イギリス致疑も移築奨励に乗り出し

たが，増加のテンポは緩慢であった。この礎由

として，さき時イギリスや強のヨーロッパ議関を

離れて新天地を相次めようとする人々は，コtース
トラリアよりもアメリカを選んだ、という説があ

る[3] 0 また，オーストラリアは遠くて旅費が

ったこと，植民地オーストラリアより

メリカの方が自由だったこともあげられて

いる。

しかし， 1850年代の金鉱の発見あたりから自

由移民が急速に増えていった。

回世紀後半になると，最蕗な第1次諜品

出の主力商品としながら，イギリス経帯留の中

を拡大していった。こうしてラオー

ストラリアゎ一人当たり摂得もt投界最高となっ

ていった。

以上のような背景があって移民流入の素地が

できあがったと考えられるo

章受近の状況を〔醤III-3)にあらわしている

が，移民の人口増加に与える塁手響の大きさをみ

てとることができる G 現在の移民間違データを

要約的に列記す“ると [13]，

(1). 1947年以来，移員純増が人口増加の40%を

占める状況にある。

(2)， 1990年のオーストラリアの人口(推定)は，

17，086，200人であったが，このうち22.5%が外

まれである。

(3)， 1989-90年で，オ…ストラリアの人Uは，

253，100人噂加(1.5%噂力説した。このうち自然

増加は， 132，700人で，移民の説入は120，400人

った。一方外悶へ流出した移民数は，27，900

人であるので，結巣として移民純増は92，500人

となる。

また， 198喜一89年の移民流入が， 137，500人で

あったので，流入毅数は12.4%の減であった。

(4).移住宅を数の国別顧泣を〔表III… 2)に示し
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表 [III-2] オーストラリア移住者年度別国別ベストテン

順位
59~65 65~70 70~75 75~80 80~85 

国 名 % 国 名 % 国 名 % 国 名 % 国 名 % 

1位 英国 40.8 英国 47.9 英国 42.6 英国 28.4 英国 30.0 

2位 イタリア 13.3 イタリア 8.3 ユーゴスラビア 8.7 ニュージーランド 12.5 ニュージーランド 12.2 

3位 ギリシャ 10.5 ユーゴスラビア 8.1 ギリシャ 4.1 ベトナム 8.9 ベトナム 10.7 

4位 ドイツ 5.1 ギリシャ 7.3 イタリア 3.7 レノTノン 5.3 ポーランド 3.2 

5{立 オランタ。 4.1 ニュ}ジーランド 2.9 アメリカ 3.7 南アフリカ 2.7 フィリピン 3.1 

6位 ユーゴスラビア 3.0 ドイツ 2.2 ニュージーランド 3.1 ユーゴスラビア 2.3 ドイツ 2.4 

7位 スペイン 1.4 アメリカ 1.8 レノてノン 2.4 マレイシア 2.2 南アフリカ 2.3 

8位 ニュージーランド 1.3 オランタや 1.6 トルコ 2.2 フィリピン 2.1 マレイシア 2.0 

9位 ポーランド 1.1 レノてノン 1.6 インド 1.8 イタリア 2.1 アメリカ 1.7 

10位 アメリカ 1.0 マルタ 1.2 ドイツ 1.7 キプロス 1.8 オランダ 1.6 

合計(千人) (119) (156) (122) (69) (94) 

85/86 86/87 87/88 88/89 45~88合計

国 名 % 国 名 % 国 名 % 国 名 % 国 名 人数(千) % 

英国 20.7 英国 23.0 英国 22.7 英国 19.3 英国 1，886 40.4 

ニュージーランド 16.4 ニュージーランド 14.0 ニュージーランド 16.9 ニュージーランド 16.2 イタリア 383 8.2 

ベトナム 7.5 フィリピン 5.5 フィリピン 7.2 フィリピン 6.3 ギリシャ 229 4.9 

フィリピン 4.3 ベトナム 5.5 マレイシア 4.3 ベトナム 5.5 ニュージーランド 208 4.4 

南アフリカ 3.1 南アフリカ 3.7 ベトナム 3.8 マレイシア 5.3 ユーゴスラヒア 191 4.1 

レノTノン 2.8 マレイシア 3.4 レノfノン 2.9 ホンコン 5.0 オランタや 168 3.6 

中国 2.6 スリランカ 2.5 南アフリカ 2.4 中国 4.1 ドイツ 146 3.1 

マレイシア 2.4 レノfノン 2.4 キプロス 2.3 インド 2.1 ポーランド 108 2.3 

チリ 2.1 ユーゴスラヒア 2.3 ユーゴスラビア 2.3 南アフリカ 2.1 ベトナム 100 2.1 

ユーゴスラビア 2.1 インド 2.0 スリランカ 2.0 スリランカ 2.0 アメリカ 79 1.7 

(93) (114) (143) (145) 4，669 (110) 

注:合計欄のアンダーラインは最上欄期間の年平均移住者数を示す。

出所:青山 (15)
オーストラリア移民省統計

ているが，一貫して，英国からがトップである。

しかし 2位以下にかなり変動がみられる。ア

ジア系移民は， 1989-90年では，外国生まれの移

民の大部分を占め10.1%増の78，873人であった。

1990年6月時点、で，アジア系は， 814，295人に

のぼっており，1981年のセンサス統計で385，600

人と推定されていることから10年間で2倍以上

に増大したことを示している。

しかし，アジア系はまだ，総人口の4.8%を占

めるに過ぎない。国別では，ヴェトナムをはじ

めフィリピン，マレイシア，ホンコンなどが多

くなっている。

(5).最近の移民の70%はシドニー(ニュー・サ

ウス・ウエルス州)，メルボルン(ヴィクトリア

チ卜1)，パース(西オーストラリア州)に入ってい

る。

オーストラリア連邦政府によると 9万人以

上の違法滞在者がいると推定され，こうした人

々の就業にかかわる摩擦が起こることも予想さ

れる。失業者は非英語圏からの移民に多いとい

うデータもある [13J。
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移民問題は， 1958年に制定された移民法によ

って管理されてきた。しかしこの法令は状況に

応じてときどき修正されるような内容をもって

いたので，連邦政府は，移民に関する問題点の

すべてをひとつの法令に折り込むため新しい移

民法として89年移民法修正条例とそれに伴う法

規の導入を断行した。

この法令の意図するところは，一つは，違法

滞在者に対する取締強化，もう一つは，外国人

がオーストラリア圏内でビザを切り替えて永住

しようとする動きを監視し，制限することであ

る [14J。

一方，オーストラリアへの日本人の移住は1878

年頃，木曜島の真珠貝採取のための出稼ぎ移民

が最初ということ [16Jであるが，その後，移

住者数は次第に増加し， 1897年には2，000人に達

したとされる。最近における年々の日本人永住

ビザ発給数は〔表III-3Jのようになっている。

1990年10月1日時点で，在留届提出邦人永住者

数(日本国籍保有者のみ)は， 5，368人である。

特に近年の移住者数の伸びは著ししその内

訳を「形態別永住ビザJ (表III-4Jでみると，

家族移住も多いが，日本の国際化に伴い料理人

表 [III-4 ] 永住ビザ形態別内訳

配偶者・婚約者
家
未成年子女

族
両親(含就職年齢者)

移
兄弟等

住
計

指名雇用(ENS)

技 事業者移住(BMP)

祈t独立移住(含OSS)

移 特殊技能

住 退職者

計

JESコh 計
」一一一一一一一一

オーストラリア移民省統計
出所:青山(16)

84/85 

78 

2 

10 

91 

47 

。
4 

。
。
51 

142 

表 [III-3 ] 日本人永住ビザ発給数

年度 移住者数 年度

71/72 65 81/82 175 

72/73 43 82/83 199 

73/74 84 83/84 189 

74/75 77 84/85 142 

75/76 56 85/86 197 

76/77 62 86/87 293 

77/78 55 87/88 543 

78/79 80 88/89 642 

79/80 100 89/90 534 

80/81 226 90/91 

出所:青山 (16)

に代表される「指名雇用J，高熟練技能などを含

む「独立移住」と「事業者移住」の伸びが大き

い。また什|別には，ニュー・サウス・ウエール

ズ州，ビクトリア州への移住が増大している〔表

III-5J。
こうして，これまでのオーストラリアの人口

は，移民によって支えられてきたわけであるが，

今後については，移民をめぐる，いろいろな問

題もでできており予断を許さない。

また，オーストラリアにおける出生率の減少

傾向については，他の先進国同様，個人の生き

単位人

85/86 86/87 87/88 88/89 89/90 

97 111 106 136 147 

1 5 3 10 

10 3 10 11 15 

7 13 19 8 11 

115 129 140 158 183 

56 86 101 182 120 

5 25 176 232 175 

15 39 70 70 56 

4 4 9 。 。
2 10 47 。 。
82 164 403 484 351 

197 293 543 642 534 
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表 [III-5 ] オーストラリア在住者州別内訳(人)

リ判 名 邦人永住者※1

ニューサウスウエールズ 2，358 

ビクトリア 1，172 

クイーンズランド 992 

西オーストラリア 496 

首都特別地域 168 

南オーストラリア 89 

ノーザンテリトリー 47 

タスマニア 46 

Jにbヨh 計 5，368 

(注):※ 1 : 90.10. 1付在留届提出者

※ 2 : 1986年国勢調査結果

移住者団体概要

団体名 設立時期 会員数 代表者名

J CS 1983. 4 680人 原田研吾

JCV 1982.12 510人 林譲

JCQ 1985. 4 276人 佐野彰

JCWA 1991. 1 120人 永島利春

JCA 1991. 3 1586人 保坂f圭秀

(注)JCS:JAPANCLUB OF SYDNEY 

JCV:JAPAN CLUB OF VICTORIA 

日本出生者※2

5，533 

2，742 I 

1，230 

854 I 

303 

3521 

82 

95 

11，1911 

連絡先

GPObox4736 

GPObox983H 

GPObox2851 

GPObox3892 

JCQ:JAPAN CLUB OF QUEENSLAND 

JCWA:JAPAN CLUB OF WESTERN AUSTRALIA 

JCA:JAPAN CLUB OF AUSTRALIA 

出所:青山 (17)

方の問題，人口の生活水準を改善すべく家族規

模の縮小への欲求，働く婦人の増加，家族計画

知識とその技術の普及等によって実現されてき

たと考えられる。

この結果オーストラリアにおいても高令化が

進行し，現在の平均寿命は77才となっているが，

これは1900年に比して28才も伸びている[l1J。

一方では， (表III-1)でもみたように(0 

14才)人口が減少し， 1975年には，総人口の27.6

%であったものが， 88年には22.3%に落ちてき

ている。対照的に (65才以上)人口は， 75年の

8.6%から88年の10.9%へとウエイトを上げてお

り，他の先進国と類似傾向である〔表凹-6 J。

オーストラリアには 7つの州，ニュー・サ

ウス・ウエールス (NSW)，ヴィクトリア(Vic)， 

表 [IIト 6] 年令別人口構成

年令別人口(%)

認査年 人口器数(千川 0-14才 15-64才 防才以上

オ}ストラリア 1988 16，532 22.3 66.8 10.9 
日 本 1990 123，610 18.2 69.7 12.1 
アメリカ合衆国 1989 248.239 21. 7 65.8 12.5 
カナダ 1989 26，219 21. 0 67.7 11.3 
イギリス 1988 57，065 18.9 65.5 15.6 
フランス 1990 56，304 20.1 65.9 14.0 
イタリア 1988 57，399 17.8 68.5 13.7 
旧西ドイツ 1987事 61，077 14.6 70.1 15.3 
ポーランド 1988 37，862 25.5 64.8 9.7 

!日ソ連 1987 282.748 25.5 65.4 9.1 
スウェーテーン 1988 8，438 17.2 64.5 18.3 

資料:国連デモグラブイツク・イヤーブック 0987.88.89年)，
総務庁統計局「推計人口J

※印:センサス
出所:矢野恒太記念会編(8) 

クイーンズランド (Qid)，サウス・オーストラリ

ア(SA)，ウエスタン・オーストラリア (WA)， 

タスマニア(Tas)，ノーザン・テリトリー(NT)

とオーストラリア首都特別地域(AustralianCap-

ital Territory=ACT)があるが，ニュー・サウス

・ウエールズチ卜比ヴィクトリア州で全人口の60

%を占めている。〔表皿一7Jは州別人口を示し

ているが，最も人口成長率の高いのは，中央集

権化の影響を受けているACTである。

こうした状況の中で，家族世帯構成にも新し

い変化がでできている。

「両親と子供2人」の核家族は減少し，片親

家族が増える傾向にある。中野[5 Jによると，

扶養家族として子供のいる家族のうち片親家族

は1969年には7.1%を占めていたが，85年には14.4

%と 2倍以上になっている。このうち母子家庭

は88%にのぽる。シングル・マザーの増大とい

われるゆえんである。また出生率低下は当然子

供数の減少をきたす。 1家族あたりの子供数は

1977年に2.09人であったが， 85年には1.98人と

なった。

結婚率，離婚率は1988年でそれぞれ7.1，2.46

(人口1000人対)と先進諸国の中でも高い方で

ある〔表III-8J。また，離婚した 5人に 4人が

再婚しているという[l1J。
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表 [III-7J 州別人口(1986年) (百万人)

NSW Vic Qld SA 1九TA Tas NT ACT Aust 

総居住人口 5.53 4.16 2.62 1.38 1.46 0.45 0.15 0.26 16.02 

州間移民純増 0.2 0.3 0.5 0.1 0.1 2.6 
海外移民純増 0.7 0.6 0.4 0.4 0.9 0.2 0.8 0.5 0.59 

自然増加 0.7 0.6 0.9 0.7 1.0 0.8 2.0 1.2 0.78 
総人口成長率 1.21 1.0 1.8 0.8 2.3 1.1 2.9 4.3 1.4 
平均年齢 31. 7 31.3 30.3 32.0 30.1 30.1 25.7 28.1 31.1 

資料:Estimated Resident Population， Australia， States and Territori巴s，30June 1986，1981 and 1976，Australian 
Bureau of Statistics(Canberra， AGPS:Catalogue No.3217.0). 

出所:P. Kotler & Others (1l) 

表 [III-8 ] 先進諸国における離婚率の推移人口1000人あたり

地域・国 1960-64年 1970-74年 1980年 1983年 1985年 1987年
結婚率 離婚率

オーストラリア 0.67 1.13 2.67 2.83 2.53 *7.1 2.46 

日 本 0.74 1.00 1.22 1.51 1.39 5.7 1.29 
アメリカ合衆国 2.25 4.02 5.22 4.94 4.96 *9.7 ホ4.80

スウェーデン 1.17 2.10 2.39 2.47 2.37 *5.2 *2.26 

イギリス 0.61 1.91 2.99 2.95 3.20 *6.7 *2.81 
フランス 0.66 0.95 1.51 1.80 1.95 *4.9 1.91 
旧西ドイツ 0.89 1.40 1.56 1.97 2.10 *6.5 2.12 

イタリア 0.39 0.21 0.24 0.29 *5.5 *0.44 

ポーランド 0.59 1.13 1.12 1.25 1.32 *6.5 *1.32 

旧ソ連 1.34 2.71 3.50 3.47 3.36 9.8 3.36 

* 1986年
出所:国連デモグラフィク・イヤーブック朝日新聞社『朝日現代用語知恵蔵 1991~ 1991.1 
:矢野恒太記念会編(8 ) 

これらと平行して，通常の夫婦単位の形をと

らない家族形態が増大してきている。 P・コト

ラー[l1Jによると，それは(a)単身者世帯(single

adult household)一これは，若者が親元を離れて

独立する場合と離婚者，やもめなどが含まれる。

(b)契約世帯(two-personcohabitor household) 

一未婚カップルが同居，同棲生活を送ることに

よる。(c)集団世帯(grouphousehold) 向性ない

し異性の 3，4人の少数から成る同居，雑居世

帯であり，学生や宗教グループのみならず，近

年における失業者の増加とともに失業手当受給

者によるものが多くなっている，などである。

III-2.所得，消費，項目別支出の特徴

オーストラリアの 1人あたり国民所得は， 1988

年で， 12，131米ドルである〔表III-9)。

〔図凹 4)の一人当たり総圏内生産物をみる

と， 1960年代の中半あたりまでは，主要国の中

では，第1位であった。その後地位を下げてき

ている。一方消費支出総額は 1人当たり年間

5，592米ドル，家計貯蓄率は 7%程度である。〔図

III-5)。

D.クラーク [13Jは，オーストラリア統計

局(AustralianBureau of Statistics= ABS)の

家計調査報告を用い，以下のような分析結果を

だしている。すなわち1990年後半では，

1.食費は最も大きな支出項目で，週95.83豪

ドルで，次いで，交通費76豪ドノレ，住居費71.80 

豪ドルであった。

2.オーストラリアの人々は，週23.48豪ドル

支出しており，肉製品，魚員類，野菜などの持

帰り品として，週24.41豪ドノレ出費している。

3.アルコール，生肉，乳製品関係の一人当

たり消費量は近年落ちてきている。

4.女性のジーンズ支出は1984年に比して50

%も下落したのに対し，帽子は131%，専門医師



針演目別消資実態の比較を試みたものである。

この場合，各留の統計の定義に差違があるので

比較するに当たっては，十分なうやェックが去、袈

であることは誇うまでもない。

3ヶ態とも「食料費」のウエイトが最も

オーストラリア家計に特徴的なのは，

dwelling rentJのウょにイトの商さである。

家計て‘も「伎居費housingJ割合は高いのだが，

オーストラリアでは，家計費全体の S分の lと

たものになっている。しかも， (表

(%) 

42-4 

((宅ノミ
え70)

10.0 

'" 9.0 
L5 
<'0 
'.5 

" " ，<， 
u 
50 
u 
4 。
n 

" " Z.O 
LS 
1 0 
0.3 
e 1 

↑ I1 
災質可処分所得(;在!1

"3 一 一……一一一←ー……一一一一一一一…一

-85~ ß6 ~~87' いsi! '、鈴ザ、叩 J

1+¥所:経済余煩庁事援 2姐

品
開欄
一
部

支一
M
m

融
資
一

1・A

出回同一
mn
一

時
同
一

一一
一フ一
L
「一

3
ス…

一
寸
~

茨

図 [III…5]霊祭計貯蓄率の捻移

{前年比，%)

(右白磁)

17.4% 

2.0 

3‘3 

5.7 

7.2 

出所:Euromonitor (18) 

いうき

究

ム1

4込2

研長'"て十事警

は

W

3

6

8

S

8

3

5

5

4

8

1

9

2

7

4

…

1
一

わ

F

U

ド
一
年
功
一
銭
必
民
w
m
w
俗
的
出
泥
沼
創
刊
∞

m
m
ω

必

明

記

刻

一

日

一

間

M

，
、
。
汎
U
H
L

一

，

，

，

，

，

，

，

，

，

.

，

.

2

，
，
一
い
し
勺

{
「

QO
勺
日
一

4
Q
U
8
8
3
5
5
5
4
4
3
2
2
2
2
↑

2
一

幹

叫

2

3

一川口

α一
2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

一

l

一

?

に

ふ

一

一

一

一

成

れ

よ

)
1
i
J
M
1
1
h引
叶
r
J
J
川
付
3
U川
1
1
4
uー
引
当
十
14

一
平
服
に

誠
一
応
必
一
品
川
初
日

m
M
λ
M
m
m
m
応
対
的
川
川
ぷ
一
村
山
一

'

J

い

闘

が

i
一
広
対
一
同
A
8
5
i
A
4
ι
ι
1
2
4
3
1
l
i
d
-
-三
宮

一

九

待

国

約

3
一
《
日
三
一

2

1

1

1

1

1
守

I

1

1

1晶

1
A
I
l
-
-
一
一

ι

討

い

わ

鰯

111…i
l
l
l
i
-
-
i
l
l
!
L
L
川

端

M

W

P
…

一

4

9

9

4

4

9

S

2

7

3

1

3

1

8

9

一
5
一
引
日
時
滋
川
口

紙
一
瞬
則
一
間
一
山
…
M
W
M

一一mm
m同
一
M
M
M
W
一
山
一
山
一
臨

m

…円以…仏

軍
一
泊
代
同
…

u
l
-
-む
工

1
む

1

1
・U
I
4
1
1
1
↑

ー

五

十

主

庁

の

m
よ

一

(

一

一

一

也

吾

川

同

)

一

側

ア

刊

に

附
「
!
;
寸
ぺ
;
i
|
!トト

i
!
i
!
;
i
l
」
斗
は
菌
根
?
二

一

一

グ

原

一

ア

一

関

山

総

例

械

的

ラ

百

お

溜

一

口

一

川

ン

?

対

ド

ア

一

切

一

滞

。

問

機

り

的

関

村山一

J

一

イ

豆

一

ア

川

崎
j

ト

ン

ク

一

リ

一

三

日

配

∞

相

川

間

伽

]

お

…

一

i

V

本

一

れ

カ

ツ

ラ

一

エ

ス

…

ダ

ト

一

ト

一

α
o
z
n
m
オ

社

際

吻

M
一

国

一

ス

セ

エ

配

リ

イ

ン

マ

ウ

ダ

ン

ギ

ン

ス

一

・

・

の

・

・

肌

u

ト

υ一
el

一

イ

ク

ウ

イ

メ

ド

イ

ン

ル

ナ

ラ

ル

ラ

1

2

3

4

5

山

一

一

ス

ル

臼

ス

ア

ア

湾

ブ

ノ

カ

ブ

ベ

ォ

ヨ

表

「

し

ゅ

訟

③

④

③

⑤

⑦

③

臼

は143おも上昇している。

オーストラリア家計の特徴は，項目別諮費支

おにみることができる。

〔表III-10;，(表III 11)， 
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表 [III-l1J 
日本の項目別消費支出割合(全世帯) (%) 

年度 1980 1983 1985 

I世帯当りの年間 2，766，816 3，114，252 3，277，368 
消費支出総額(円)

食料費 29.0% 27.8% 27.0% 

住居費 4.6 4.7 4.6 

光熱水道費 5.7 6.3 6.5 

家具、家事用品費 4.3 4.2 4.3 

被服および履物費 70..8 1 )7.9 60.4 7 )7.1 60..4 8)7.2 

保健医療費 2.5 2.6 2.5 

父通通信費 8.0 8.9 9.1 

教育費 3.6 3.7 4.0 

教養娯楽費 8.5 8.6 8.9 

その他の消費支出 25.8 26.0 26.0 

100.0 100.0 100.0 

出所:Euromonitor (18) 

表 [III-12J 米国の項目別消費支出割合 (%) 

年度 1980 1983 1985 

全国年間消費支出総額 1，668.1 2，155.9 2，600目5
(10億米ド/レ)

食料品、タバコ 21.8 20.6 18.0 

衣料品、アクセサリ一、 7.4 7.0 6.0 

宝石

個人世話料 1.4 1.3 1.2 

住居費 16.0 16.9 15.5 

諸雑費、家事用品費 13.8 13.7 12.2 

医療費 10.0 11.0 11.2 

個人事業費 5.6 6.0 5.7 

父通費 14.2 13.5 13.5 

娯楽費 6.4 6.6 

教養費 1.6 1.5 

宗教的、福祉的活動 1.4 9.7 1.5 10.0 16.7 

外国旅行と送金 0.3 0.4 

100.0 100.0 100.0 

出所:Euromonitor (18) 

III -10.]にみるように，過去5年間で，次第に

その割合を高めてきている状況である。

日本が r交通，通信費」や「教育娯楽費」割

合を高めてきているのとは，大分趣を異にして

いるといわねばならない。

こうしたオーストラリア家計における「家賃」

負担の重さは，おそらくオーストラリアの経済

状況や人口・家族構造の変化等によってもたら

されていると考えられ，この点の検討は後述さ

れる。

オーストラリア家計項目のもう一つの特徴は，

生活上きわめて重要と考えられる「医療費」や

「教育費」が計上されていないことであろう。

これは，この国の社会保障制度と密接な関係

カまある。

高畠 [19J中野[5 Jによって，その制度の

フレームワークを垣間見ることができる。

まず医療費の方は r健康保険」の仕組みから

くる。この保険をメディケア (Medicare)と称し

ている。この公的医療保険制度は1975年に労働

党政権により導入された「メディパンク」と呼

ばれる強制加入健康保険制度に端を発している。

メディケアは課税所得一定割合(1.25%)の保

険税を徴収して保険基金とする強制加入健康保

険である。これは，すべての国民に適用され，

公立病院の費用の全額，私営医療機関の85%程

度が負担される。学生は無料となっている。ま

た日常的な医薬費用についても保険でまかなわ

れる範囲は，日本の場合よりかなり大きいよう

である。ただし，メディケアの適用されない範

囲もある。歯科医，医薬品と私立および公立病

院の特別室や医師を指定する場合である。

次に r教育費」についても，オーストラリア

の教育事情を反映している。

オーストラリアの教育制度は，イギリスの制

度を原型としつつも，新しい方式を導入してき

た。日本の義務教育にあたる小・中及び高校の

修業年限は州によって相違している。連邦国家

のため 9つの文部省があるからである。連邦

文部省1つ，州文部省が6つ，準州文部省が2

つである。憲法によって州政府(または準州)

は教育についての立法権または行政権をもつこ

とが定められている [20J。

小・中・高それぞれ6・4• 2年の12年制も

あれば， 7. 6年制 6・6年制をとるところ
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表 [III-13] 耐久財普及率(世帯所有割合)

乗用車 冷蔵庫 洗濯機

オーストラリア 1985 421* 98 
日 本 1985 72 98 
米 国 1985 91 98 
カナダ 1985 77 98 
ニュージーランド 1985 90 97 

* 1， 000世帯当たり
出所:Euromonitor (18) 

もある。したがって教科書も州によってまちま

ちとなる。

次に，大学の現状については，最近連邦政府

が，高等教育改革案を出し，制度を変えようと

する動きもあり，確定できない要素が多い。筆

者の訪問した，ニュー・サウス・ウエールス州

立大学の場合，大学の普通学部は基本的にはフ

ルタイムの学生を対象に 3年間制(Passdegree) 

であるが， 4年コース(Honoursdegree)もある。

3年制をでると成績によって 4年制コースへの

編入も可能である。また，パートタイム学生の

~ .め 6年間コースもある。 3年間 4年間コー

ス両方から大学院修士課程 (Honoursと普通コ

ースー履修方法が相違している)へ進学できる。

オーストラリアでbは，これまで高校をでで就

職するという傾向が強く，進学率はあまり高く

ない。大学も1991年時点で私立大学は 1校のみ

であり，あとは国立(1校)と州立である。

学生数は86年で18万人(日本は200万人)であ

る [21J。

こうした制度を有するオーストラリアで，教

育福祉が充実している。

まず，公立高校は無料である。さらに，公立

(国，州立)大学も1988年度までは無料であっ

た。しかし，経済状況の悪化による財政難から

1989年度より年額1，800ドル徴収されることにな

った[21J。ただ，これも原則として，学生が卒

業後就職して，一定年収(だいたい国民平均)

を獲得するようになったときから，年収の 2%

づっ分納し，返済する仕組みになっている。

一方，学生生活を支える奨学金は国で運営され

る機関から支給される。自宅通学に週60豪ドル，

掃除機 電話機 TV  ラジオ

91 90 495キ 417* 1，231 * 
92 97 96 98 99 
95 91 92 98 99 
89 91 94 98 98 
96 83 94 96 

自宅外通学に週91豪ドルということだ、が，これ

は必要生活費のほぼ半分をカバーすることにな

るという。現在，約37%の学生に支給されてい

るということだが，これを政府は50%まで高め

ると公約している [21J。

以上のような公共料金はもとより，博物館，

映画館や劇場あるいは固定資産税などに，年金

生活者のための割引料金があることである。も

ちろん学生割引もある。

こうして，公共料金は購買力平価換算でだい

たい日本並みということになっている [21J。

こうした手厚い社会保障制度の存在により，

オーストラリアでは家計項目の中に「医療費」

や「教育費」が計上されてこないと考えられる。

オーストラリアの耐久消費財は，電化製品を

中心にかなりの普及をみせているが〔表III-13J，

乗用車，電話機， TV等はこれからといったとこ

ろである。

一方，消費者の現在の消費志向性は，かなら

ずしもよくなし「消費意向指数J (lndex of 

Consumer Sentiment) (図III-6Jでみて， 1988 

年9月以来下降傾向を示している。 90年の小売

販売状況でみても，数量ベースでは，マイナス

の伸びであり，新規自動車登録台数も， 91年上

半期は，前年比21.5%落ち込んでいる。

このオーストラリアの自動車登録台数，特に

新規乗用者登録台数は有力な景気指標のーっと

みられている。それは1983-84年や87年の底が不

況と一体化していることにあらわれている〔図

III -7J。このことから， 91年度中の冷え込みが

予測されるのである。

これに対しオーストラリア国民のレジャーは
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図 [III-6 ]消費者意向指数
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図 [IIIー7]新規自動車登録台数(季節修正)
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どうであろうか。〔図凹 8 )は，仕事とレジャ

ーに対する考え方についての 7ヶ国比較を試み

たものである。

図[II1-8 ]仕事と余暇・レジャーの関係
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出所，余暇開発センター (22)

これでみるかぎり，オーストラリア国民は，

どちらかというとイギリスやドイツなどと同様

。

余暇派に属している。

豊かな自然と整備された社会保障を背景に，

人生とは余暇にありというヨーロッパ、流の余暇

観，生活観が根づいていることもあろう。

こうした意識や考え方との関連で，オースト

ラリアの人々と日本からの進出企業との間で問

題点もクローズアップしている。

高畠 [23Jは次のような例を出している。「オ

ーストラリアに出向している日本企業戦士たち

は異口同音にオーストラリア人の非能率さや，

細かいことにこだわらない大陸的なおおらかさ

に苦情をもらす。時間になればさっさと引き上

げる。残業や休日出勤は普通の 2倍 3倍の手

当を積まないと引受けない。夜や週末あるいは

バカンスの生活はきっちりと予定が組まれてい

て仕事のためにつぶすのはもっての外なのだ。

こういう価値感覚が，今のオーストラリア社会

のゆったりした生活のリズムを作っている。」と。

しかし一方，それにいったん慣れると，今度は

毎日，仕事に追われ暮らしている日本の生活が

異様なものに見えてしまう，とも述べている。

それにもう一つ大きな問題は，若年労働者の

失業である。オーストラリアの社会保障制度の

中に，失業疾病手当がある [19Jが，これは失

業が続くかぎり受給でき，さらに求職手当とい

うことで，若者に対する手当もある。 15-19才の

若者の失業率は， (表II-2)でみたように平均

の倍以上というものすごさである。データによれ

ばE見実に10万人近くが(同年令層の 8パーセント

が)この手当を受給している。

また失業，疾病手当の週平均の受給者は約57

万人と，全家庭の11パーセントが頼っている口9J。

学歴もなく，未熟練労働者だとたいした賃金も

得られないので，仕事さがしにも身が入らない。

そしてまた，こうした失業手当を受ける期間も

長期化している。

行き届いた社会保障が家族構造を変えていく

円とともに，そこから抜けだせない階層を助長し

ているということかもしれない口9J。
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IV.オーストラリアの商業環境

IV-1.商業の概観

消費者に物資を提供する商庄ないし商業施設

はどうなっているのであろうか。人々が生活す

るにあたって，重要な関連性を有する商業環境

の実態をさぐってみよう。

オーストラリアでは，事業所得，販売高，従

業者数などいずれも商業(小売，卸売)のウエ

イトは高い。まず1985年時点で，総事業所数の

50.4%を占めている〔表IV-l)。

表[IV-1 J 商業庖舗数(1985年)

従業員数別事業所数

1 -19人 20人以上 総数

A.商業庖舗数 76，030 129，379 205，409 
(小売業+卸売業)

B.総事業所数 179，636 253，307 407，440 

商業庖舗数割合 42.3% 51.1% 50.4% 
(A/BX100) 

出所:P.Gilmour & Others (24) 

また，産業別総国内生産物では，製造業に次

いで，第2位となっている〔表IV-2 J。需要項

目別成長率でも景気に左右されながらも比較的

着実に伸びているといえよう〔表IV-3 J。
一方，雇用面からみても商業の重要性をうかが

うことができ，商業への就業者数割合は， 1989年

で，第1位となっている〔表IV-4J。

〔図IV-l)でみても商業従業者数の伸びは著

表[IV-2 J 
産業別総圏内生産物 (%) 

1962/3 (1) 1968/9 (2) 1978/9 (1) 

農林水産業 12.6 9.9 7.3 

鉱業 1.7 2.4 4.4 

製造業 26.8 25.9 19.4 

電気・ガス・水道等 3.5 3.6 3.3 

建設業 7.7 8.0 7.6 

商業(卸・小売業) 16.9 15.6 14.0 

運輸・通信業 7.8 8.2 7.5 

金融、不動産業 7.3 8.4 10.7 

そのf也 12.8 14.8 20.3 

出所:(l)D. F. Dixon & 1. F. Wilkinson (10) 
(2)経済企画庁編(2 ) 

表[IV-4J

1989/90(2) 

3.7 

7.5 

17.4 

3.6 

7.0 

15.7 

7.5 

11. 7 

25.9 

オース卜ラリアの産業別従業者数割合 併)

1933(1) 1954 (1) 1968(1) 1989 (2) 

農林水産業 20.3 12.6 8.4 5.3 
鉱業 2.5 1.7 1.3 1.4 
製造業 19.0 27.8 26.8 16.1 

建設業 12.1 8.8 8.5 7.9 
電気・ガス・水道業 1.4 
運輸・倉庫・通信業 7.2 6.9 5.6 7.0 
金融・保険・不動産業 2.1 2.7 3.9 11.2 
商業3) 14.6 15.6 17.6 20.9 
コミュニティ・ビジネス 8.6 12.1 12.3 
向付サービス業

個人向けサービス業 9.9 6.1 6.6 

その{也 3.7 5.7 9.0 

(合計7，982(千人))

注:(l)D.F.Dixon& I.F.Wilkinson (10) 
(2)矢野恒太記念会編(8 ) 

(3)卸・小売業、家畜商・仲介入等を含む。

表[IV-3J 産業別(需要項目別) G D P成長率

75/76 80/81 85/86 86/87 87/88 88/89 89/90 

農林水産業 8.5 ム12.7 62.5 3.2 ム5.0 1.3 8.3 

鉱業 62.6 6.9 15.3 64.7 9.6 4.2 12.5 

製造業 ム1.1 2.0 2.5 1.5 6.0 6.0 2.0 

電気・ガス・水道等 3.7 4.6 4.5 2.4 5.5 4.4 4.8 

建設業 5.1 7.1 5.6 61.8 6.3 8.8 6.2 

商業 60.5 3.2 1.9 ム1.0 6.5 6.6 2.2 

運輸・通信業 ム1.6 7.0 7.4 4.4 7.8 7.7 0.3 

金融、不動産業 61.1 6.7 8.8 7.7 8.5 6.5 6.3 

その{也 6.8 3.3 4.1 2.0 3.0 3.1 3.1 

※: 1984/85年価格
出所:経済企画庁編(2 ) 
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図[IV-l]il童書韓国1)雇用動向
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しいことがわかる。長い間，

イトが高かったのであるが，この20年間マ逆転した。

商業従業者数翻合が20.9%は，先進言者協のそれに

近い〔表IV-5 J。

喜美 [IV-5] 
，-一一一一一…一
闘名

海業従業場数割合の箆際比較

オーストラリア

おふ

1き89

lき89

1989 

198号

1987 

1987 

198ヲ

1989 

20，750 

2，550 

630 

設:矢野綴太記念会綴 (8)より作成

16.1 

15.0 

11.3 

8.5 

全産業就業者総数が約800万人でみることから，

商業就業者はそのおよそ5分のlの167万人というこ

とになる。次に，

をみてみよう。

IV-2.小売業の動向

卸売業に分けてその動向

p.コトラー [11Jはこれまでの小売業の発援動

向について次のように述べている。 1930年代以来，

オーストラリアの人口は70%増大したが，Jお舗数は15

%しか増加していなし)0 しかし，錨規模(1活当

たり従業員数でみて)は拡大してきており，ぞれは

特に食料品小売業に著しかった。 ζれは，大鰐模な

スーノTーマーケットの出現を意味するが，一方では

小規模な雑賀盾，八屋，

いっていることでもある。あるいはボランタリー・チょに

ーンに加入するか，グループを結成して生き残りを溜

ったものもある。
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表[IV-6J 形態別小売庖舗数

1968/9 

広舗数 割合 一応当り 小売販売 応鋭、数

従業員数 額割合

(J吉) (%) (人) (%) (底)

デパートメン卜・パラエテ 2，716 2.1 41. 2 14.4 2，672 

イ・大型庖

スーパーマーケット 655 0.5 43.1 6.0 915 

他の食料品庖 51，280 39.5 3.6 24.5 47，042 

衣料品・敷物底、家具庖 18，751 14.4 4.2 10.4 19，334 

家庭用品雑貨底 8，524 6.6 4.9 5.1 9，734 

自動車・ガソリン・タ 25，540 19.7 6.6 29.9 28，170 

イヤ販売底

その他 22，470 l7.3 4.3 7.9 20.139 

4口3、 言十 129，936 100.0 5.3 100.0 127，006 

出所:D. F. Dixon & 1. F. Wilkinson (10) 

1984年時点でオーストラリアには小売庖舗数

160，000庖，従業員総数924，000人であった。これ

は全人口の約16分の lに当たる。

また， c表IV-6 Jによれば，デパートメントストア
と量販屈は， 1979/80年で庖舗総数の0.6%に過ぎ

ないが，販売高では，全体の10%を占める。

また，オーストラリアの小売業の特徴は，コー/レス

・マイヤーをはじめとする少数の食料品チェーン屈

による集中化である〔表IV-7]。この集中化の程

度は，他国と比較してもや〉特異的である。この点に

表[IV一7J 食料品小売業市場占有率の変化

コールズ・マイヤー

ウールワース

フランクリンズ

デビット・ホールディシグズ

セイアウェイ・アンド・ジャック

独立食料品庖(南オーストラ

リア州)

クイーンズランド・独立卸売

庖

フードランド・アソシエーション(西

オーストラリア州)

ジュエル

ノfーメワンズ

sswヴィクトーリア
共同購入グループ

注:(I)P.Kotler (11) 
(2)D. Clark (13) 

市場占有率

1981 (1) 1986 (1) 1990 (2) 

21.08% 25.42% 26.7% 

21.49 27.44 26.3 

6.88 10.90 14.5 

10.14 14.11 

6.88 

5.15 4.67 

4.46 3.38 

3.97 3.57 

3.82 2.79 

3.81 2.59 

2.96 2.88 

2.57 6.11 
」ー

1975/5 1979/80 

割合 一庖当り 小売販売 庖舗数 割合 一庖当り 小売販売

従業員数 額割合 従業員数 額割合

(%) (人) (%) (庖) (%) (人) (%) 

2.1 73.1 13.7 900 0.6 110.7 10.0 

0.7 58.0 9.0 

20.0 
33.6 5.5 3l. 9 

37.0 3.7 

15.2 4.5 11.9 24，211 16.7 3目8 10.6 

7.7 4.7 6.4 11，902 8.2 4.2 6.7 

22.2 6.8 30.1 33.646 23，3 5.6 3l.8 

15.9 3.9 8.4 25，397 17.6 3.5 8.6 

100.0 I 5.9 100.0 144，669 100.0 5.5 100.0 

関してP・コトラー[l1Jは1968/9年の企業統計によ
れば，四大小売企業でオーストラリア小売総販売額

の11%を占めており，このとき米国では四大企業の

集中度は 6%であったことから，集中の高さをみてと

ることができるといっている。さらに， M&Aによって

も，その集中化が加速されている。

1990年の小売販売額の動向をオーストラリア産業

経済局調査によってみると，これまでの観察結果か

ら判断して若干下がっている〔図IV-2 J。これは経

済全体の停滞と消費者側の先行き不安感との両方

を反映したものと受けとられている。小売業やサービ

ス業全体の大きな変化はないようであるが，個々の業

種では若干の変化をみることができる。

〔図IV-3 Jにみるように，肉庖，他の食料品j苫，
薬庖等の売上が増大し，電気庖や履物庄が微増と

なっているが，その他は下降傾向である。金物屈・

貴金属庖は 6ヶ月間で5%も減であった。

雇用が下がって，可処分所得も減少し，消費意

向指数も90年10月に大巾に落ち込んだ。

一方，政府は91年 1月に所得税の切り下げを行

ったため 1%程度の可処分所得の上昇が見込まれ，

消費支出へのはね返りが期待されている。

IV-3.卸売業の動向

オーストラリアにおける卸売業は庖舗数こそ， 1968

/9年データで小売業の4分のl程度と少ないものの
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億ドJレ

図[IV-2 ]小売販売額の動向*
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* : 1984/85年価格
出所:D. Clark (13) 

図[IV-3 ]業種別(小売業・サービス業)販売高の成長

-他の食料品届

-薬庖

・電気庖

・履物庖

-雑貨庖

-衣料品・敷物庖

-家具庖

・新聞販売届

-インテリア届

-デパートメントストア
・大型唐

-ホテル

-金物・貴金属庖

-肉唐

合計

-6 4 4
 
-2 

注:1990年1月-6月期と前年同期比較、季節修正値
出所 Australian Bureau of Industry Economics (25) 

パーセント



1993.3 オーストラリアの消費者行動と商業環境黒田 83(369) 

1m当たり従業者数でみて，かなりの大規模庄であ
ることが特色である〔表IV-8 J。

表[IV-8 J 卸売庖舗数 (1968/9)

応舗数 一臣当り従業員 卸売販売額白書合

卸売商(主として商品取引)と代砲古 3，468庖 10.8人 18.3% 

卸売商(輸入と輸出商または両方) 3，171 11.2 11.0 

他の卸売商 18，489 11.4 37.6 

製造業者の販売支庖(網) 1，751 18.0 8.9 

手数料代現官またはブローカー 3，426 4.9 11.4 

ガソリン卸売商 2，387 9.3 12.8 

設備機械の修繕保守庖 664 7.4 0.1 
ぷ仁2ヨh 計 33，356 10.8 100.0 

資料:Australian Bureau of Statistics， Census of wholesaling 1968/9 

やはり，主として直接商品を取り扱う卸売商

のウエイトが高く，卸売総販売額の18.3%を占

めている。

卸売業販売額のデータが手元にないので，別

の資料より検討を試みる。

D-F・ディクソン=1・F-ウイノレキンソ

ン [10Jが，投入産出表〔表IV-9 Jを用いて
卸売業関係の指標を求めている。

これによると， 1968/9年で，卸売業の中間産

出額は19，052百万ドノレと製造業に次いで第 2位

であるが，産出総額は23，207百万ド/レで第 1位

となっている。小売業産出総額が13，263百万ド

ルであることからパ卸売総販売額/小売総販売

額)をとると， 1. 74となる。

この数字をオーストラリアの流通迂回率とみ

るならば，流通経路の長さは一応欧米並という

ことになろう。

これに対し，卸売業の付加価値額は， 3，474百

万ドル(輸入を含む)となっており，小売業の

付加価値額 (3，756百万ドル)より低目にとどま

っている。

一方では，競争による合理化の進展により，

卸売業界内の変化も余儀なくされている。人口

密集地などでは，製造業者と小売業者とが，独

立卸売商を介さない直接取引を行っている場合

もある。また，一部の卸売商は製造機能をもっ

ている。そのため，小規模小売j吉は組織化して，

購入グループを形成し対応する現象も起きてい

る。

オーストラリアでも卸売業は流通過程におい

て重要な役割を担っているわけであるが，大手

メーカーと大規模小売業の発展動向との関係で

シビアーな状況にあり口1]，今後は競争による

合理化のため新しい技術導入や企業体質の変化

をはじめとする構造転換の波にさらされそうで

ある。

表[IV-9J 投入産出表 (1968/9年) (百万ドル)

農業 鉱業 製造業 建設業 サービス業 公共サービス 運輸業 卸売業 小売業 中間産出総額

農 業 257.9 1241. 5 0.1 0.2 7.6 2031. 5 91. 7 

鉱 業 0.1 135.4 293.5 0.3 0.5 810.8 

製造業 155.7 60.5 5280.4 480.2 392.0 518.6 250.5 9775.3 3775.1 

建設業 43.3 9.2 139.1 71.0 289.9 216.7 119.3 16.3 13.3 

サービス業 60.4 37.1 1009.0 132.7 3171. 9 261.2 182.0 501.2 507.7 

公共サービス 4.9 0.2 101.3 13.1 3.9 

運輸業 22.0 8.0 185.0 47.0 18.9 20.3 24.3 1438.7 97.3 

卸売業 451.0 423.6 4872.6 2016.8 1181.1 255.7 177.1 4995.7 4678.9 

小売業 285.6 39.6 183.2 101.3 189.3 47.8 183.7 163.5 342.5 

中間投入総額 1280.9 713.6 13204.3 2849.0 5404.5 1333.9 948.9 19733.0 9506.5 

付加価値額 2529.9 693.6 9858.3 2066.9 4976.8 2905.2 1930.2 3474.2 3756.9 

(含む輸入)

投入総額 3810.8 1407.2 23062.6 4915.9 10381. 3 4239.1 2879.1 23207.2 13263.4 

資料 R.A. Layton， 'Trade Flows in' Macromarketing systems' ]ounuzl 01 MacronuYati略 1，1， Sp口ng1981， p.42 
出所・D.F.Dixson& I.F.Wilkinson (10) 

3630.5 

1240.6 

20688.3 

918.1 

5863.2 

123.4 

1921. 3 

19052.5 

1536.5 

54974.6 

最終需要 総産出荷

180.3 3810.8 

166.6 1407.2 

2374.5 23062.6 

3997.8 4915.9 

4518.1 10381. 3 

4115.7 4239.1 

957.6 2879.1 

4154.7 23207.2 

11726.9 13263.4 

32192.0 

87166.6 
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v.おわりに

…離にも，オーストラリアの人々は，}Aい土

地と縁の芝生のある…戸建ち在宅に住んでおり，

それは例えばシドニー市の郊外からお分緯度の

住宅地内の土地約200坪，綾坪40~50坪プール{す

きで3， 000万円~3，500:万戸ヲ程度といっ

住んでい:るといわれてきた [26J。

これはオ…ストラリアの人々が理想、としても

っていた「夫織に 2人の子供と 2台の率で郊外

の家J [ll]，令実現しているものと受けとられ

る。ところで p.コトラー [llJによれば，

現在のオーストラリアはそうした理想の光

いつつあるという G これは，前記された，

の腕婚化とワーキングマザーの増大，出生率の

低下と子供なし夫婦の増加，高い離婚惑と選会

家族の紗成といった家族構造の変化が大ぎな役

を果している O 家計にも皮映されて，

5分の lを占める状況である。

しかし，現在の経済状況がどうあろうとも，

豊かな自然と夫然資源，整備された社会保障を

背景に，また新しい家綴の生活形態，理想、像が

されてくるかもしれない。

といっても，とれもしっ

かりした社会楳障制度に守られていることから，

景気の回復とともに今後ますますレジャ」を中

心とした諸費が活発化ずるように思えてならな

し ~o

…方，渚費者に物資を提供する衛諜， ，特に小

経済状況や消費者の意向変化の中でま

すます体質改懇や合溜化をせまられるであろう。

結巣的に小売業全体{諦売業も同様)として

は，叛苑方法や投棒面での進展もあるが規模的

に大型北へ進んでいることを示唆しているよう

る。
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